
令和３年度寒河江市新生活様式対応支援事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の飲食店等が新型コロナウイルス感染症の感染予防策

を取り入れた新しい生活様式に対応することを目的に実施する環境整備事業等

に対し、予算の範囲内において補助金を交付することに関し、寒河江市補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する規則（平成６年市規則第１７号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の

各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴  市内に有する施設等で、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第５２ 

条の規定による許可を受け事業を営んでいる者又は旅館業法（昭和２３年 

法律第１３８号）第３条の規定による許可を受け事業を営んでいる者であ 

ること。 

⑵   令和２年以前から事業収入を得ており、確定申告若しくは住民税申告を

行っている事業者（新型コロナウイルス感染症の影響により、確定申告

又は住民税申告が未済の場合は申告後に申請するものとする。）又は令

和３年１月以降に創業し、申請時点で寒河江市商工会の会員である事業

者であること。 

⑶  現に営業活動を行っており、今後も経営を継続する意思のある事業者 

（行政からの営業自粛要請により休業中のものも含む。）であること。 

⑷  風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律第 

１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行う事業者でな

いこと。 



⑸  寒河江市暴力団排除条例（平成２４年市条例第１６号）第２条第２号に

規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団員等が経営又は運営

に実質的に関与していないこと。  

⑹  市税等に滞納がない又は納税相談をしていること。 

２ 前項第１号における「施設等を有する」とは、事業用の家屋等を所有又は賃

貸借契約を締結していることとする。 

３ 複数の法人及び個人事業者の所在地が同一の建物で、かつ、代表者が同一人

物、親子又は配偶者である場合は、１事業者とみなし、代表する１事業者から

の申請のみを受理するものとする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補

助対象者が、令和３年３月２７日から令和４年３月１５日までの間に、山形県

新型コロナ対策認証制度の認証を受けた施設等について新型コロナウイルスの

感染予防対策を講じるために行う事業とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前

条に規定する補助対象事業を実施するために必要な経費であって、別表第１に

掲げるものとする。この場合において、消費税及び地方消費税の額は、補助対

象経費に含めないものとする。 

 （補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 消耗品は、補助対象経費の額（千円未満の端数が生じる場合は、その端数

を切り捨てた額）又は別表第１に掲げる補助上限額のいずれか低い額とする。 

   ⑵ 設備等及びテイクアウト・デリバリー導入等は、補助対象経費を合算した額

に２分の１を乗じた額（千円未満の端数が生じる場合は、その端数を切り捨



てた額）又は別表第１に掲げる補助上限額のいずれか低い額とする。 

⑶ ＰＣＲ検査等は、補助対象経費の額に２分の１を乗じた額（千円未満の端

数が生じる場合は、その端数を切り捨てた額）又は別表第１に掲げる補助上

限額のいずれか低い額とする。 

２ 補助金の交付は、同一施設等に対して１回を限度とする。ただし、ＰＣＲ検

査等費用は、この限りではない。 

（補助金交付申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助

対象経費を支出した後において、令和４年３月１５日までに、規則第５条の規

定にかかわらず、寒河江市新生活様式対応支援事業費補助金交付申請書兼実績

報告書（様式第１号）に次の書類を添えて、補助事業計画等について寒河江市

緊急経済対策事業実行委員会の確認を得たうえで、市長に提出しなければなら

ない。 

⑴ 補助事業計画書（様式第２号） 

⑵ 補助対象経費の内容がわかる領収書等の写し 

⑶ 設備改修箇所、購入等物品設置後の写真（別表第１の消耗品を除く。） 

⑷ 補助金振込先口座の通帳の写し 

⑸ 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 補助対象経費について、国が助成（国以外の機関が、国から受けた助成金等

により実施する場合を含む。）する他の制度及び県又は市が実施する他の制

度と重複しての申請はできないものとする。 

 （補助金の交付の決定） 

第７条 市長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等を 

 審査し、当該申請に係る補助金の交付の可否を決定する。 

２ 市長は、前項の規定により補助金を交付することを決定したときは、速やか 



に交付すべき補助金の額を確定し、規則第８条の規定にかかわらず、寒河江市 

新生活様式対応支援事業費補助金交付決定兼交付額確定通知書（様式第３号） 

により、申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金を交付しないことを決定したときは、寒

河江市新生活様式対応支援事業費補助金交付不承認決定通知書（様式第４号）

により、その旨及び理由を明示し、申請者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第８条 規則第１４条の規定にかかわらず、第６条の規定による申請をもって、 

実績報告に代えるものとする。 

（決定の取消し） 

第９条 市長は、補助事業者等が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

交付の決定を取り消し、補助金の一部又は全額を返還させることができるもの

とする。 

 ⑴ 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 ⑵ 補助対象事業において取得した物品を補助対象事業以外の用途に使用した 

とき。 

 ⑶ 市長の承認を受けないで、補助対象事業において取得した物品を譲渡し、

交換し、貸し付け、又は担保に供したとき。 

 （帳簿等の保管） 

第１０条 規則第２２条に規定する帳簿及び証拠書類は、補助事業が完了した日

が属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保管しなければならない。 

 （財産処分の制限） 

第１１条 規則第２３条の適用を受けるものは、この要綱による補助金の交付を

受け取得した取得価格４０万円未満の機械及び器具を除いた財産とする。 

２ 規則第２３条のただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却資産の耐



用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経

過している期間とする。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は別

に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年５月２６日から施行する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第１ 

区分 補助対象の例 補助額上限 補助率 

消耗品 マスク、フェイスシールド、アルコール消毒液、

アルコール除菌ウェットティッシュ、ペーパータ

オル等 

５万円 10/10 

設備等 

 

自動水栓、セルフレジ、換気扇、空気清浄機、エ

アコン（換気機能又は空気清浄機能付きの機種に

限る。）、紫外線殺菌装置、サーキュレーター、

二酸化炭素濃度測定器、パーテーション、アクリ

ル板、非接触型体温計、消毒液設置用ポンプスタ

ンド、三密対策のための店内レイアウト変更工事 
１５万円 1/2 

テイクアウ

ト・デリバリ

ー導入等 

メニュー試作開発、容器開発に伴う原材料・設

計・デザイン、容器代、ホームページの改修、広

報広告 等 

PCR 検査等 医療機関での検査費用（一人 1回） 15,000 円 1/2 

上記の他、市長が特に必要と認めるもの 

 

 

 


